
- 3 -

（別紙）人勧取扱に関わる政府宛要求書

２０２４年８月８日

内閣総理大臣

岸 田 文 雄 様

公務員労働組合連絡会

議 長 武 藤 公 明

(公 印 省 略)

本年の人事院勧告・報告に関わる要求書

常日頃、職員の職務環境の整備や待遇改善にご努力いただいていることに敬意を表

します。

さて、人事院は８月８日、月例給の民間給与との較差が2.76％（11,183円）である

として、初任給の大幅な引上げを始め、若年層を中心に賃金改善を図った上で、全職

員の俸給表を改定すること、一時金の支給月数を0.10月分引上げ、年間4.60月とする

給与に関する勧告・報告を行うとともに、「社会と公務の変化に応じた給与制度の整

備」(勧告）等を含む公務員人事管理に関する報告を行いました。

本年の給与改定に関する勧告は、昨年以上に高水準となった民間企業の春季交渉の

結果を踏まえたものです。加えて、物価高騰のもと２年を超える実質賃金の前年比マ

イナス等の影響により、職員の生活は一層厳しい状況に陥っており、そうした状況を

改善するためにも、勧告通りの実施を求めます。

「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」については、昨年示された骨格案に基

づき措置内容の成案が示されましたが、その実施に当たっては、様々な立場の職員に

理解されるよう丁寧な説明が行われる必要があります。

また、民間法改正に即した柔軟な働き方の実現や両立支援制度の強化等を法改正す

る意見の申出等に基づいた措置が、育児や介護に携わる職員のワークライフバランス

と雇用の継続確保に資するよう、職場環境の整備が必要です。併せて、長時間労働の

是正については、恒常的な要員不足等により超過勤務の縮減が遅々として進んでおら

ず、今まで以上に実効性ある施策を打ち出し、労使がともに責任をもって取り組んで

行くことが強く求められます。

貴職におかれましては、職員が意欲を持って職務に精励し、国民の期待に応えられ

るよう、下記事項の実現に向けて最大限努力されることを要求します。

記

本年の給与改定勧告及び国家公務員育児休業法等の改正を求める意見の申出につい

て、勧告・申出通り実施する閣議決定を行い、所要の法案を国会に提出すること。

以 上


